
調査結果の概要

 

平成２９年度の供給可能量は４，６８５万本となり、対２８年度比（４，７４３万本）９８．８％と３年続けて僅かづつ減

少している。樹種群別内訳は、グラウンドカバープランツ（ＧＣＰ）が最も多く全体のおおむね半数（４６．８％）、次

にコンテナ樹木がおよそ５分の１の２０．７％、３番目に低木常緑樹が２０．４％の順となり、第２位を堅持していた

低木常緑樹がついにコンテナ樹木にその座を明け渡した（図－１）。露地栽培物のシェアー３２．４％に対し、コ

ンテナ栽培物のシェアーは６７．６％、ほぼ３対７となっている。高木供給可能量の針葉樹、常緑広葉樹、落葉広

葉樹の内訳は最近５年間について３：５：２の比率で推移している。 

 
 
主な樹種群について種類別の内訳をみると、ＧＣＰでは、タマリュウ４９０万鉢（ＧＣＰ全体の２２．４％）、シバザク

ラ類２９０万鉢（同１３．２％）、フイリヤブラン１０７万鉢（同４．９％）の構成となる。 

 コンテナ樹木は、Cham. pi. ‘フィリフェラ・オーレア’６１万鉢（コンテナ樹木全体の６．２％）、シャリンバイ５６万

鉢（同５．８％）、オタフクナンテン５０万鉢（同５．１％）が上位を占めている。 

低木常緑樹ではサツキ４１７万本（低木常緑樹全体の４３．６％）、ヒラドツツジ１３９万本（同１４．５％）、オオムラ

サキツツジ１１９万本（同１２．５％）が上位３樹種を構成している。 

 
 なお、ＧＣＰのタマリュウは鉢径７．５ｃｍ、５芽立の規格の他に、マット栽培による供給（露地約24,500㎡、コン

テナ約152,000㎡）も行われている。 

 ２９年度の総数は２８年度に対し僅か０．８ポイントの減少となり、対２８年度比は露地物９９．４％に対しコンテナ

物９８．５％となり、コンテナ物の後退による（図－２）。２９年度コンテナ栽培物の対前年度比の内訳は、樹木１０

７．９％、ＧＣＰ９４．８％となっていることから、ＧＣＰの停滞が全体の動きに影響している。 



［需要の動向］ 

 
建設工事施工統計調査（国土交通省）によると、平成２７年度の造園工事完成工事高は４，５９１億円、前年度

に比べ３．７％減少している。このうち、造園工事業種が元請で受注している金額は２，２４４億円（前年度比７．

５％減）で、元請比率は４８．９％を占める。元請比率は前年度に比べ２ポイント下降している。完成工事高は平

成１７年度以降でみると、平成１７年度で７千億円台、平成１９年度まで５千億円台、平成２０年度以降は４千億

円台を横這いで推移している。 
また、平成２７年度の元請受注額を発注者別にみると、公共は１，１４１億円（５０．８％）、民間は１，１０３億円

（４９．２％）となり、２６年度から２年続けて公共が優位となる（図－３）。 
なお、造園工事業を含む総合工事業８業種全体でみると、平成２７年度の元請比率は７８．３％、公共と民間

の比率は３０．８％：６９．２％となっている。 

 
 
公共工事の全体的状況を、「公共工事前払金保証統計」（北海道・東日本・西日本建設業保証㈱）によって

検討する。平成２８年度の件数は２５３，８１３件、前年度に比較し３．５％の増、請負金額は１４兆５，３９５億円、

前年度に比べ４．１％増となっている。発注者別では、市区町村が最も大きく件数で４８．８％、請負金額で３４．

８％を占めている。２番目は都道府県が各々３９．４％、３０．８％となる。地域別には、関東のウェイトが大きく件

数で２１．０％、請負金額で２６．１％を占める。 
１件当たり請負金額の推移をみると、平成２８年度は５，７２８万円となり、こちらは５年連続増加している。造園

植栽工事に結びつきの強い公園および道路工事の請負金額について、道路部門は２年連続の増加、公園部

門は５年続けて増加となる。 
「建設工事受注動態統計調査（大手５０社）」（国土交通省）をもとに、民間の建築・土木工事の動向を把握す

る。平成２８年度の受注高は１０兆８７９億円、民間工事は、不動産業、卸売業，小売業、電気・ガス・熱供給・水

道業等が増加したため、前年度比５．１％増加し、６年連続の増勢となる。 
 
 
 


